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特集報文：大規模土砂災害対策技術開発の最前線 
～紀伊半島の大規模土砂災害から10年～ 
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紀伊半島大水害における河道閉塞（天然ダム）発生時に 
活用された技術とその後の研究開発の取組み 

水野正樹・山越隆雄・清水武志
 

1．はじめに2 

 平成23年（2011年）台風第12号の接近、上陸

にともない、紀伊半島では広い範囲で豪雨となっ

た。この豪雨により、紀伊半島で72箇所の大規

模崩壊（崩壊面積1ha以上）が発生し、奈良・和

歌山両県では河道閉塞（天然ダム）が17箇所発

生した（図-1）。その内、大規模な5箇所について

は、河道閉塞に係るものとしては初めて2011年5

月に改正施行された土砂災害防止法に基づく緊急

調査（以下「緊急調査」という。）が実施された。 

国土交通省国土技術政策総合研究所（以下「国

総研」という。）及び（国研）土木研究所（以下

「土研」という。）では、災害発生直後の9月4日

より、被災状況把握のためのTEC-FORCE派遣、

緊急調査及び河道閉塞（天然ダム）箇所の監視・

観測・緊急対策に係る技術的支援等を継続的に実

──────────────────────── 
Technologies Utilized when Landslide Dams Occurred in the 
2011 Kii Peninsula Disasters Caused by Typhoon Talas and 
Subsequent Research and Development Efforts 

施し、近畿地方整備局（以下「近畿地整」とい

う。）の活動をサポートした。特に、河道閉塞の

緊急調査では、それまでに国総研・土研が開発し

た技術が活用され、河道閉塞（天然ダム）による

二次災害を回避するための情報提供に大きく貢献

した。 

本報は、本災害で形成された河道閉塞（天然ダ

ム）に適用された国総研・土研が開発した技術の

概要とその適用状況について紹介するとともに、

その後の研究開発の概要について紹介するもので

ある。 

2．紀伊半島大水害における河道閉塞（天然

ダム）とその対応の概要 

 2011年台風第12号は大型かつ動きが遅かった

ため、長時間にわたり暖湿な空気が日本列島に流

れ込み、山沿いを中心に広範囲で記録的な大雨を

図-1 2011年台風12号による河道閉塞（天然ダム）の位置（2011年9月13日時点 国土交通省調べ）  
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もたらした。特に、台風の進路の右側に当たる紀

伊半島では、8月30日18時から9月5日24時までの

総雨量は広い範囲で1,000mmを超え、多いとこ

ろでは2,000mmを超えるところがあった。降雨

は、9月5日未明まで降り続いた。9月5日の昼間

も雲に覆われ、被害状況の把握に時間を要した。 

 9月5日に奈良県十津川村長殿の大規模な河道

閉塞（天然ダム）が形成されていることが最初に

報告され、その翌日には、奈良県で3箇所、和歌

山県で 1箇所の合計 4箇所で大規模な河道閉塞

（天然ダム）が発見された。これらは発見時の計

測によって、いずれも20mを超える高さを有する

河道閉塞であると推計されたことから、国土交通

省は、9月6日に緊急調査に着手した。 

 土砂災害防止法の緊急調査では、同法施行令の

要件を満たす規模等の河道閉塞が発見された場合

に国が調査を行い、河道閉塞の越流による土石流

の発生のおそれのある時期とその被害のおそれの

ある区域を土砂災害緊急情報として自治体に通知

するとともに一般に周知するものとされている1)。  

被災地周辺では、9月8日から再び雨が降る予

報となっており、越流して土石流が発生する危険

性が考えられたことから、着手から2日後の9月8

日に、近畿地方整備局長は土砂災害緊急情報の第

一号を奈良県知事、五條市長、十津川村長および

和歌山県知事、田辺市長宛に通知した。その後も、

降雨による越流の発生が予想される場合等に土砂

災害緊急情報が通知され、2021年5月末時点まで

に、奈良県17報、和歌山県7報が通知された。 

3．紀伊半島大水害における河道閉塞の緊急

調査に活用された国総研・土研の技術 

前述の通り、紀伊半島大水害時には、土砂災害

緊急情報の通知が急がれた。土砂災害緊急情報を

速やかに通知するためには、一定程度の精度を確

保しつつ、なるべく速やかに被害が生じるおそれ

のある時期や区域の予測結果が得られる方法が必

要である。以下、国総研・土研が改正土砂災害防

止法の施行前までに開発し、紀伊半島大水害の時

に実施された緊急調査に活用された技術の概要と

その適用状況について紹介する。 

3.1 被害の生じるおそれのある区域を想定するた

めの解析方法（QUAD-L） 

 国総研・土研は、河道閉塞（天然ダム）上流に

溜まった水が越流決壊することにより発生する土

石流による被害の生じるおそれのある区域を想定

するため、既存の河道閉塞（天然ダム）越流侵食

を再現する一次元河床変動計算手法と土石流の2

次元氾濫シミュレーション技術を組み合わせた手

法を検討し、それを実行する計算プログラム

QUAD-Lを開発するとともに、その使用方法を

含めた緊急調査の手順を手引きとして取りまとめ

た。この解析方法は、災害直後に速やかに計測可

能で、かつ、計算結果への影響の大きいパラメー

タを抽出し、それに絞って計測することによって、

一定程度の精度を確保した上で時間をかけずに区

域の予測結果を出せるようにしている2)、3)。 

 このプログラムは、河道閉塞（天然ダム）の位

置と、その規模（高さ、下流法勾配）を計測する

ことで、被害の生じるおそれのある区域が想定可

能である。紀伊半島大水害時には、5つの河道閉

塞（天然ダム）に対して適用され、土砂災害緊急

情報としてその計算結果が提供された（図-2）。 

3.2 河道閉塞（天然ダム）の位置、形状を速やか

に計測するための技術 

 河道閉塞（天然ダム）の越流によって発生する

土石流の被害のおそれのある区域を想定するため

には、河道閉塞（天然ダム）の正確な位置はもち

ろんのこと、その形状をいち早く計測する必要が

ある。しかし、災害当時、ドローン等の技術は未

だ今ほどの普及が図られておらず、ヘリによる

LiDAR計測にも一定程度時間が必要であったこ

とから、職員がレーザー距離計をヘリコプターの

機内から操作し、ヘリコプターの位置情報とあわ

凡 例

土石流による被害が想
定される土地の区域

湛水による被害が想定
される区域

【留意事項】
この図は、熊野川（十津川）流域 十津川村栗平において、台風12号の豪雨により大規模な河道閉塞が形成され、上流に湛水が発生しており、今後、土石流の発生が想定されることか
ら、平成23年9月5日～7日に実施したヘリコプターによる上空からの河道において堆積した土石等の高さ等の調査結果を踏まえ、河道閉塞部における越流によって発生する土石流によ
り被害が生じるおそれのある区域を、以下の条件のもとで数値氾濫シミュレーションにより明らかにしたものです。
○数値氾濫シミュレーションの前提条件
土石流の誘因となる水条件：河道閉塞の上流の湛水が、堆積した土石等を越流し、浸食しながら流出する水量
氾濫範囲設定条件：粒径1cm以上の土石が水と一体となって到達しうる範囲

○数値氾濫シミュレーションの精度管理上の注意点
数値氾濫シミュレーションでは、概ね50m 間隔の標高データで氾濫域の地盤高を表しており、砂防設備、橋梁、築堤、水路等の地物の形状が正確に再現されていない場合があります。
河道閉塞を形成している土塊の形状は上空から簡易に計測した結果に基づき、数値氾濫シミュレーションを実施しております。また、堆積した土石等の土質調査等は実施していないた

め、土石の粒径等を想定して数値氾濫シミュレーションを実施しております。そのため、実際の土石流現象が正確に再現されていない場合があります。
他の河川との合流による河川水の増加は考慮していないため、洪水中に土石流となって氾濫が発生した場合には、表示より広い範囲に土石流の氾濫が及ぶおそれがあります。

河道閉塞による湛水を発生原因とする土石流等による被害が想定される土地の区域

区域名： 熊野川（十津川）流域 十津川村栗平

図 -2 土砂災害緊急情報として通知される被害が生じる

おそれのある区域の予測結果の例（熊野川流域十

津川村栗平、2011年9月8日発表資料より）  
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図-3 河道閉塞（天然ダム）の位置、形状の計測状況

せて河道閉塞（天然ダム）の位置とその概略の形

状（高さ、下流のり勾配）を速やかに算定する手

法を作成した4)。 

 紀伊半島大水害時には、この手法により、初動

時に河道閉塞（天然ダム）の位置、概略の規模が

計測され（図 -3）、QUAD-Lによる計算に用いら

れた。 

3.3 河道閉塞（天然ダム）の水位を監視するため

の技術 

 河道閉塞（天然ダム）の越流によって発生する

土石流による被害のおそれのある時期を推定する

ためには、河道閉塞（天然ダム）の湛水池の水位

を監視する必要がある。そのためには、水位計を

すぐに設置する必要があるが、場合によっては河

道閉塞（天然ダム）の形成箇所へのアクセスが悪

くすぐに設置できないこともある。 

そのため、2008年の岩手・宮城内陸地震の際

に、アクセスの悪い河道閉塞（天然ダム）であっ

ても、迅速に設置できるよう、ヘリコプターで吊

り下ろして設置可能な「土研式水位観測ブイ（投

下型）」を開発していた。 

紀伊半島大水害時には、すでに全国の地方整備

局に配備されており、国土交通省は近畿地整に各

地方整備局の水位観測ブイを集めた。集められた

全8基の水位観測ブイは、緊急調査の対象となっ

た河道閉塞に対して次々に投入され、迅速な水位

監視体制の構築に貢献した5)（図-4）。 

4．紀伊半島大水害後の技術開発等 

 紀伊半島大水害を通じて得られた知見に基づい

て、国総研、土研では、その後も河道閉塞（天然

ダム）の緊急調査の実効性を高めるための取り組

みを続けている。 

 河道閉塞（天然ダム）の越流による土石流の被

害のおそれのある区域を想定するための解析手法

については、その後、より細かいメッシュサイズ

でのシミュレーションが可能なように改良する、

さらに広範で計算できるよう並列化する6)などの

機能改善が図られた。2011年4月にQUAD-Lを国

土交通省に初めて配布して以降、2021年までの

約10年間で、上に示した機能改善成果を取り込

むためのバージョンアップ2回、エラー除去のた

めメンテナンスバージョンアップ4回の合計6回

のバージョンアップを経て現在に至っている。毎

年、全地方整備局でプログラムの操作方法の研修

が実施されている。 

また、前述のとおり、初動時には、河道閉塞

（天然ダム）の形状の計測は、レーザー距離計に

よって行ったが、動揺の激しいホバリング中のヘ

リでは、手ぶれによって正確な計測が困難である

ことや、遠くからの視認では堆積土砂の高低を判

断して越流開始点を特定することが困難であるこ

 

図 -5 災害前後の衛星SAR強度画像を重ね合わせたス

タック画像（熊野川流域五條市赤谷・十津川村

長殿付近）  

着水時点で
ロープ切り離し

ブイは水面浮上し、
ケージは着床

撮影：近畿地方整備局

 

図-4 土研式水位観測ブイ（投下型）の設置状況  
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となどから、紀伊半島大水害時の初動時の計測結

果にも、一定程度の誤差が生じていた。そのため、

いち早くより正確な河道閉塞（天然ダム）の形状

に関する情報を得られる技術として、土研では、

ヘ リ コ プ タ ー か ら の 斜 め 写 真 を 用 い た SfM

（Structure from Motion）技術の適用可能性の検

討等を行っている7)。この技術を用いれば、GPS

付デジタルカメラによって、複数の撮影点から同

じ対象物を撮影し、その画像を解析することに

よって、人によるレーザー距離計による計測に比

べて精度良く、河道閉塞（天然ダム）の形状デー

タが得られる。 

 その他、紀伊半島大水害の時には、河道閉塞

（天然ダム）の発見に時間を要したことが指摘さ

れている。また、同じく2011年3月に発生した東

日本大震災の際には、広大なエリアのどこで河道

閉塞（天然ダム）が発生しているか分からない等

の課題が多くあった。そのため、国総研・土研は、

河川水位データの異変から河道閉塞（天然ダム）

を覚知する手法8)や、大規模崩壊の発生に伴う地

盤震動を地震計で検知して崩壊の位置を推定する

システム9)、そして、衛星SAR強度画像から河道

閉塞（天然ダム）を発見するための手法10)（図 -

5）などについて、研究開発を進めてきた。 

5．まとめ 

 2011年9月の紀伊半島大水害時には、深層崩壊

の発生に伴い、数多くの河道閉塞（天然ダム）が

形成され、国土交通省は、土砂災害防止法に基づ

く緊急調査を実施した。この緊急調査では、国総

研・土研が開発した技術が実際に適用され、緊急

調査の速やかな実施を支えた。現在、気候変動に

伴う極端な気象現象の増加や南海トラフ巨大地震

等の切迫性の増大により土砂災害の頻発化、激甚

化の懸念が高まっており、深層崩壊が発生して緊

急調査の実施が必要になるような河道閉塞が形成

されるおそれが高まっている。国総研・土研では、

今後とも、緊急調査の実効性を高めるべく、地方

整備局等と連携して技術開発に努めていく予定で

ある。 
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